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内閣官房水循環政策本部事務局

流域における水循環の現状や施策効果を「見える
化」する評価指標・評価手法の確立により、流域マネ
ジメントの質の向上を支援

水循環の健全性に関する評価指標・評価手法

• 新たな「水循環基本計画（令和2年6月16日閣議決定）」において、「流域マネジメントに

よる水循環イノベーション ～流域マネジメントの更なる展開と質の向上～」を重点的に
取り組む主な内容として位置づけ。

• 流域マネジメントの質の向上を図るため、流域における水循環の健全性や流域マネジ
メントの取組の効果等を「見える化」する評価指標・評価手法の確立を推進。

○ 水循環の現状の評価や各種施策の効果の評価
については、評価指標や評価手法が標準化されて
いない中で、各地域において、試行錯誤的に取り組
まれているところ。

○ 流域において実効性の高いマネジメントを行うた
めには、水循環の現状や課題を「見える化」すること
により、課題に対して施策がもたらす効果等につい
て定量的な評価を行うことが効果的。

背景

水循環の評価指標・評価手法原案の作成

流域水循環計画等の既存の評価指標・評
価手法を調査・分析
評価指標・評価手法原案を作成

水循環の評価手法原案の実証

流域水循環計画の策定に取り組む地域に
おいて原案を実証
原案の有効性・妥当性を評価
（有識者から意見聴取）

水循環の評価指標・評価手法案の作成

原案に対する評価をフィードバック
評価指標・評価手法案を作成

期待される効果

今後の取組の流れ
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評価指標・評価手法の検討に関する今後の予定（案）

令和２（2020）年度

7月～9月 10月～12月 1月～3月

全体方針の検討

評価指標・評価手法
原案の作成

評価手法原案の実証

評価指標・評価手法
案の作成

・ 原案の実証
・ 実証を行う流域を

選定・調整
（２流域程度）

・ 既存の評価指標・評価手法の
調査・分析

・ 評価指標・評価手法原案の作成

・ 評価指標・
評価手法案
の作成

【実証を行う流域の選定の観点】
① 検証のためのデータが充実していること
② 実証データとの比較が容易であること

③ 計画が改定されていること（改定にあたり
評価がなされていること）

・ 原案の有効性・
妥当性の評価

有識者から
ご意見を聴取

・ 全体方針の
検討
有識者から
ご意見を聴取
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評価指標の設定の考え方
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• 評価指標の設定にあたり、流域水循環計画（44計画）から、指標として適用可能な定量
データ（定量指標）及び定性表現（定性指標）を抽出。

• 今後、水循環の健全性を評価する際の軸となる「カテゴリー（評価軸）」に分類し、流域
マネジメントの評価指標となりうる候補をロングリストとして整理。

4

流域水循環計画（44計画）の

評価指標を抽出

地域の特性に応じたカテゴリーと評価指標をロングリストとして整理・提示

指標とその値（表現）

BOD
T-P

生物種数
集客数
水温

出前講座回数

災害対応能力
節 水 意 識
環境負荷低減
親 水 性
地域との連携

3mg/L
0.05ppm

8種
300人/日

23℃
5回

良好である
改善した
減っている
目標到達した
変化はない
努力不足だ

非常に脆弱
意識が低い
依然不十分
向上を図る
強化が必要だ

定量データ
流域の状態/特性

定性表現
人の価値観/基準

・・・

・・・
・・・

・・・
・・・

定量データ化が可能な指標だが
あえて定性表現している場合

定量データ化に馴染まないため、
定性表現している場合

どちらも数値ではないが、
指標の一種
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琵琶湖総合保全整備計画（マザーレイク21計画＜第１期＞）：平成11年度～平成22年度
琵琶湖総合保全整備計画（マザーレイク21計画＜第２期＞）：平成23年度～平成32年度

評価手法の事例①

• カテゴリーごとにいくつかの評価指標が設定されており、カテゴリー内の項目ごとの評
価が可能。

【琵琶湖総合保全整備計画 マザーレイク２１計画＜第２期改定版＞H23.10】

滋賀県の事例

水環境の保全の例

＜内容＞

＜指標の評価＞

【マザーレイク２１計画各種指標の平成３０年度末の状況】

＜今後の取組の方向性＞

琵琶湖の水質は、北湖と南湖のＣＯＤ、南湖の全窒素と全りんで環境基準を達成し
ていませんが、南湖の全窒素や全りんにも改善傾向がみられるなど、これまで取り組
んできた汚濁負荷の削減対策の成果が現れてきており、引き続き対策を推進していく
ことが必要と考えられます。

一方で、琵琶湖では、水質改善で期待された在来魚介類のにぎわいは回復してお
らず、さらに、水草の大量繁茂などの生態系の課題が顕在化しています。この一因と
して、琵琶湖水から窒素やりんなどの栄養塩を得て生産される植物プランクトンなど
の有機物が動物プランクトンなどに捕食され、魚介類の成長を支える餌となるつなが
り、いわゆる食物連鎖を通じた物質循環の様相が大きく変化してきたのではないかと
考えられます。このため、生態系に関わる物質循環の解明に取り組み、良好な水質と
豊かな生態系が両立する琵琶湖環境の実現に向けた水質管理手法を引き続き検討
していくことが必要です。

指標の評価を踏まえ、今後の

取組の方針を決定

【琵琶湖総合保全整備計画（マザーレイク 21 計画）第 2 期ふりかえり報告書（案）P36】
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評価手法の事例②

• 流域の関係者へのアンケートにより、定性表現を「見える化」。

【高松市水環境基本計画】

高松市の事例

平成22年5月に実施した「水環境に関する意識調査（アンケー

ト）」において、市民・事業所に対し、高松市水循環健全化計画
に掲げる6つの基本方針について、「ここ数年でどのように変化
したと思うか」を5段階で評価してもらいました。

市民向け、事業所向けアンケートいずれについても、「かなり
よくなった」「少しよくなった」とのプラス評価の回答は、「水の有
効利用と水資源の確保」「水質汚濁の防止・改善」「都市の安全
と安心の確保」「緑地・水辺の再生」で高くなっており、計画に基
づく取組により、一定の効果が現れたものと推測できます。しか
し、一方で、すべての基本方針において「変わらない」との回答
が5割を超えていることから、水環境を取り巻くここ数年の状況

について、市民・事業所としては、「改善しているところは見られ
るが、大きくは変化していない」との実感を持っていると考えられ
ます。

また、自由意見として「基本方針について、どのような取組が
行われているのか、現状がどうなっているのかが分からないた
め、評価が困難」との意見が複数あることや、無回答が相当数
あることから、計画や計画に基づく具体的な施策の認知度が低
かったことがうかがえます。

＜評価結果＞＜アンケート結果＞

5

高松市水環境基本計画：平成23年度～令和12年度
高松市水環境基本計画第１期実施計画：平成23年度～平成27年度）
高松市水環境基本計画第２期実施計画：平成28年度～平成31年度）



内閣官房水循環政策本部事務局

評価手法の事例③

• 水循環のカテゴリー（評価軸）を軸としたレーダーチャートを用いて、流域の水循環の健
全度や流域マネジメントの取組による効果をひと目で表現。

宮城県の事例

【宮城県水循環保全基本計画（変更）H28.3 】
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宮城県水循環保全基本計画：平成18年度～平成27年度
宮城県水循環保全基本計画（変更）：平成18年度～平成32年度）
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評価手法の考え方

• 水循環の評価手法としては、地域の実情に応じて、評価指標を設定し、流域の関係者が
容易に取り組めることが必要。

• 流域の設定や水循環に関する課題は様々であり、流域の関係者の意向を反映しつつ、
あらゆる状況に対応した手法であることが重要。

• カテゴリーごとの達成状況を比較し、流域における水循環の状況を理解する上で、レー
ダーチャートによる可視化は有力な手段。

・ カテゴリーを評価軸として設定

・ 流域の課題や形態に応じて適切に評価
軸を選択

・ カテゴリー間の達成状況の比較が可能

治水

水辺空間

地域振興 水インフラ

貯留・涵養

河川の流域
湖沼（閉鎖性水域）

水質改善

水文化

地球温暖化 教育・
普及啓発

生態系

※重複計上あり

計画の
分類

水
質
改
善

水
利
用

湧
水
保
全

地
下
水

水
イ
ン
フ
ラ

地
域
振
興

貯
留
・
涵
養

水
環
境

(

水
量)

治
水

生
態
系

水
辺
空
間

水
文
化

地
球
温
暖
化

教
育
・

普
及
啓
発

国
際
連
携

人
材
育
成

そ
の
他

該当
計画数 33 22 13 18 13 18 30 18 19 30 29 15 6 31 - 12 15

流域水循環計画 公表44計画の施策・活動

レーダーチャートによる「見える化」

多様な課題への対応が必要
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評価手法の考え方（カテゴリー毎の指標のまとめ方）

分類 ① 全国統一評価方式 ② 流域別評価方式

主な手法

・Aqueduct3.0
・SDGs6.5.1
など

・階層分析法
・コンジョイント分析
・因子分析
・主成分分析
など

概要
・全国統一の変換式等により指標を点数化し、カテゴリー毎
に評価値を算定

・流域の関係者の意見をもとに、指標に重みづけし、評価値を
算定
・指標の相関や重みづけを流域の関係者の意向を踏まえて流
域毎に定める方法

特
徴

長所

・基本的に全国統一の指標、変換式等で評価を行うため、
データがあれば容易に適用可能であり、流域間の比較も可
能

・流域の関係者の意見や関心事を反映することが可能
・流域の関係者の意向を踏まえた指標への重みづけが可能

短所

・全国統一の変換式等で評価を行うため、流域の特性に応
じた評価ができない
・個々の流域の関係者の意見を反映できない

・流域間の比較は困難
・流域の指標が多数ある場合、相関や重みづけが複雑になる

• 複数の指標を１つの代表値にまとめる方法として、「全国統一評価方式」と「流域別評価方
式」の２通りが考えられる。
①全国統一評価方式：指標を全国統一の変換式等で点数化し、評価する方法
②流域別評価方式：指標の相関や重みづけを流域の関係者の意向を踏まえて流域毎に定めて評価する方法

• 評価手法原案は、地域の実情や関係者の意向を反映しやすい「流域別評価方式」を採用。
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